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平成２０年度主要な政策に係るモニタリング調書 
 

政策所管（政策評価担当）部局課室名 統計局、政策統括官 

評 価 年 月  平成２０年７月 

 

１ 政策等 

〔政策名〕 

政策１９ 公的統計の体系的な整備・提供 

〔政策の基本目標〕 

公的統計の体系的かつ効率的な整備・提供を推進する。 
特に、新統計法の成立を踏まえ、統計制度改革を着実に推進する。 
また、統計需要や調査環境の変化に応じた調査の改善について検討する。 

〔次回評価実施予定年度〕 

平成２１年度（評価対象年度平成１９～２０年度） 

 

２ 指標等の進捗状況 

 ○「あらかじめ目標(値)を設定した指標」 

指標等 目標値 目標年度 分析の視点 17 年度 18 年度 19 年度 

地方公共団体

の職員及び登

録調査員を対

象にした研修

の満足度 

100％ 

(地方公共団

体の職員研

修) 

19 年度 統計調査の円滑な

実施を図る観点か

ら、統計調査の現

場を担う地方公共

団体職員及び登録

調査員のうち指導

的な立場にある者

の資質向上を目的

に実施する研修が

有効に実施されて

いるか。 

91.8％ 

(98.2％)

89.4％ 

(98.3％) 

91.9％ 

(100％)

80％ 

(登録調査員

中央研修) 

19 年度 66.4％ 

(89.5％)

86.2％ 

(97.2％) 

83.7％ 

(99.0％)

80％ 

(地域ブロッ

ク別登録調

査員研修) 

19 年度 72.9％ 

(100％)

88.9％ 

(100％) 

85.0％ 

(96.6％)

統計調査員任

命数に占める

登録調査員の

割合 

80％ 19 年度 統計調査の円滑な

実施を図る観点か

ら、統計調査の現

場を担う統計調査

員の確保を目的に

実施する登録調査

員制度が機能して

いるか。 

81.3％ 79.4％ 81.5％ 

統計データ・

グラフフェア

の入場者を対

象にしたアン

ケートにおけ

80％ 19 年度 統計知識等に関す

る普及啓発を目的

とした統計デー

タ・グラフフェア

を通じ、国民の統

計調査への協力の

(注)２ 79.9％ 

(85.7％) 

83.3％ 

(86.6％)
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指標等 目標値 目標年度 分析の視点 17 年度 18 年度 19 年度 

る「今後統計

調査に協力す

る」旨の回答

をした者の割

合 

重要性に対する理

解が深まっている

か。 

統計調査結果

の提供状況 

 19 年度 統計情報の的確な

提供に資するため

運用している統計

関係サイトについ

て、掲載データの

充実を図ることな

どにより広く利用

され、実効性があ

るものとなってい

るか。 

   

・ホームペー

ジ収録ファ

イル 数 (A)

及びアクセ

ス件数(B) 

A※1：38 万 

8,000 件 

B：400 万件 

A： 99 万

6,000 件

B：371 万

件 

A：101 万 

8,000 件 

B：322 万

件 

A：39 万

6,000 件

B：404 万

件 

 

・ 統 計 デ ー

タ・ポータ

ルサイトア

クセス件数

※2 

 

95 万件 

 

77 万件 

 

91 万件 

 

91 万件 

総合統計書の

刊行 

年刊 5冊 

月刊 1冊 

19 年度 総合統計書の刊行

が目標値に従って

なされたか。 

年刊 6冊

月刊 2冊

年刊 6冊 

月刊 1冊 

年刊 5冊

月刊 1冊

(注)１ 17 年度～19 年度推移欄の括弧内は、無回答だった者を除いて算出した割合 
２ 17 年度は、アンケートの設問が異なっており、「今後統計調査に協力する」旨の回答をした者の割
合は把握していない。 

３ ※1 について、他のインターネット提供情報との重複排除の観点から、平成 19 年度にホームペー
ジ収録ファイルの内容を見直した結果、収録ファイル数が大幅に減少。これに伴い目標値も変更し
たもの。 
※2 について、統計データ・ポータルサイトは、平成 20 年度から政府統計の総合窓口（e-Stat）
への移行に伴い廃止することから、当該指標も変更する予定。 

 

 ○「参考となる指標その他の参考となる情報」 

指標等 分析の視点 17 年度 18 年度 19 年度 

統計制度の見

直しの推進状

況 

我が国の統計制度が、社

会・経済情勢の変化に対

応した適切なものとなっ

ているか。 

「経済財政運営と構造改革に関する基本方針

2006」（平成 18 年７月閣議決定）等を受け、統計法

制度を抜本的に改革する新たな統計法を平成 19 年

２月に国会に提出。新たな統計法は、平成 19 年５

月に成立・公布され、同年 10 月に一部施行された

（全面施行は平成 21 年春の予定）。 

「統計行政の

新たな展開方

向」の推進状

中期的な統計行政の進む

べき指針として、各府省

間で申し合わせた「統計

「統計行政の新たな展開方向」に基づく主な推進実

績の例は以下のとおり。 

・全産業分野の経済活動を同一時点で網羅的に把握
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指標等 分析の視点 17 年度 18 年度 19 年度 

況 行政の新たな展開方向」

の内容が着実に推進され

ているか。 

する経済構造統計の創設（平成 21 年に経済センサ

ス‐基礎調査を実施予定） 

・統計調査の整理合理化（平成 17 年度には 61 調査、

平成 18 年度には 55 調査について見直しを実施）

・オンライン等電子的手段を利用した統計調査の推

進（平成 19 年６月までに 133 調査で利用） 

産業連関表作

成のための検

討状況 

経済波及効果の測定など

の経済分析に用いられる

ほか、ＧＤＰ統計の基礎

資料等ともなる産業連関

表の作成が各府省庁の協

力の下、着実に進められ

ているか。 

平成 17 年（2005 年）産業連関表に関しては、産業

連関部局長会議において平成 17 年８月に作成基本

方針を決定し、平成 19 年２月には、同方針を踏ま

えた作成基本要綱が取りまとめられた。その後、産

業連関表の作成に携る 10 府省庁において、特別調

査や既存統計の組替作業等を実施し、これらに基づ

き国内生産額や投入・産出額を推計。現在、平成

20 年８月の速報公表に向け、各種計数の調整等を

行っている。 

標準統計分類

改定等のため

の検討状況 

各種統計の比較可能性を

高め、統計利用の向上を

図るために必要な標準統

計分類が、社会・経済情

勢の変化に応じ適切に改

定されているか。 

日本標準産業分類については、統計審議会の審議を

経て、第 12 回改定版を平成 19 年 11 月に告示。ま

た、日本標準職業分類については、職業分類検討委

員会を平成 19 年 12 月に立ち上げ、第５回改定原案

を検討中。 

統計調査の審

査による改善

状況 

統計体系の整備、統計調

査の重複是正や報告者負

担の軽減等の観点から、

指定統計調査及び承認統

計調査（統計報告の徴集）

の審査が適切に実施され

ているか。 

統計調査の審査等を通じ、平成17年度には50調査、

平成 18 年度には 44 調査（いずれも指定統計調査及

び承認統計調査）において廃止、統合、調査客体数

や調査事項の削減等の改善を実施。 

国際協力の推

進の状況 

統計に関する国際協力を

推進するため、国際統計

に関する統括事務が着実

に実施されているか。 

統計に関する国際協力を推進するために実施した

国際統計に関する統括事務の主な例は以下のとお

り。 

・国連統計委員会における審議に参加。 

・経済協力開発機構（OECD）統計委員会における審

議に参加。 

・OECD 及び欧州連合統計局主催の 2005・2008 年ラ

ウンド購買力平価算出事業に参加し、我が国の各

種価格データ等の提供等を実施。また、平成 19

年２月には、非欧州国会合を日本で開催。 

・世界銀行主催の国際比較プログラム世界事業に
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指標等 分析の視点 17 年度 18 年度 19 年度 

OECD 地域代表の一国として参加し、我が国の各

種価格データ等の提供等を実施。 

統計調査の実

施状況 

国勢の基本に関する統計

の作成 

１０件 １１件 １１件 

統計需要や調

査環境の変化

に応じた調査

の改善の検討

状況 

・19 年就業構造基本調査では、就業形態の多様化

が進展し、高齢就業者や若年無業者の問題が顕在

化しており、統計需要に的確に対応する観点か

ら、雇用情勢の変化の把握を可能とするため、過

去の調査結果と比較ができるように、概ね前回

（14 年）調査と同様の集計事項とするが、調査

事項の一部見直し等により、集計内容の充実を図

った。 

・19 年全国物価統計調査では、近年における消費

者行動の変化に加え、取引形態の複雑化、経営戦

略の多様化、小売業の大規模化など流通構造が

年々変化している中、これら店舗における価格形

成の実態がより的確に把握できるよう、調査事項

や集計事項を見直し、多様な統計需要への対応を

図った。 

 

 

３ その他特記事項 

 なし 


